	
事前協議による

地域密着型サービス事業指定申請（手続き）

北九州市保健福祉局介護保険課


１　指定条件
　
（１） 介護保険法第７８条の２第４項、第１１５条の１２第2項に定める欠格事項（P.７・８参照）に該当していないこと。
（２） 本市が定める条件を満たしていること。
※「地域密着型サービスについて(本市の方針)」資料１　P.４　参照

（３） 「北九州市介護サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例」及び「北九州市介護サービス事業者等からの暴力団員等排除のための措置に関する要綱」に規定する、役員等が暴力団等に該当していないこと。

２　指定手続き 
　（１）事前協議

①　事前協議制

・公募によらない指定申請は事前協議制とします。代表者もしくは管理者など事業開始について説明ができる方に来庁をお願いいたします。
②　事前協議の対象
・事前協議を行う時点で、原則として下記の要件を満たしている事業所とします。

ア　法人格を有していること

イ　場所の確保が可能であること
ウ　建物の平面図があること

エ　その他事業実施にあたり必要な事項を満たしていること

③　事前協議の予約
・事前協議の予約は、事前協議書提出期限(P.６参照)までに「地域密着型サービス事業指定申請事前協議書」(以下、「事前協議書」)を窓口にFAX送付し、予約してください。
・事前協議の日程につきましては、事前協議書受付後に、調整させていただきます。

· 予約していない場合は、事前協議に応じる事ができませんのでご注意ください。

　　　　＜窓口＞
・北九州市保健福祉局介護保険課　　　FAX　０９３－５８２－５０３３
4 事前協議時持参書類
・事前協議書（本市にFAXで送付したもの）

　　　　・事業所の周辺地図
　　　　・事業所の平面図（床面積を記載しているもの）
　　　　・（既存の建物がある場合）「建築基準法に基づく検査済証」の写し
	【注意】
既に工事に着工している場合であっても、介護保険法に基づく設備基準や建築基準法や消防法等の各種関係法令を満たしていないものについては、指定できません。（福岡県福祉のまちづくり条例についても、事前に市の建築都市局建築指導課との協議を行ってください。既存の建物を使って事業を開始する場合も、建築基準法に基づく用途変更手続きが必要となる場合がありますので、事前に建築審査課との協議を行ってください。）


　　　　
（２）申請書受付

①　申請受付窓口

・北九州市保健福祉局介護保険課（北九州市役所９階）

②　申請受付期間

・指定予定日に応じて定められた期限（P.６参照）までに申請のあったもののみ受け付けます。

・開庁日時　月～金(祝日を除く)　8：30～17：15　＊郵送の場合は期限までに必着。
3 申請書類提出方法

・郵送又は持参

※申請書を郵送される場合は、不着等のトラブルを避けるため、必ず書留（簡易書留でも可）とし、封筒に「地域密着型サービス指定申請書類在中」と朱書きしてください。（期限厳守）
・申請書類は、Ａ４判でファイリングしたものを提出してください。

・申請書類は、番号入りの仕切紙（白紙に番号のインデックスを

貼付したもの）をはさみ、書類番号ごとに分けて綴り、ご提出

ください。

　　　　・指定申請の前に、「申請書チェックリスト」で提出書類を確認の
上、受付期限までに書類を介護保険課へ提出してください。
	【注意】
チェック漏れ、書類の記入漏れ、添付資料漏れがある場合は申請書を受理できませんのでご注意ください。


（３）書類審査
・受け取った申請書類等に不備等がないか審査を行います。
・書類等に不備がある場合は、速やかに改善し、再提出をしてください。なお、必要に応じてヒアリングを行います。

・書類審査を通過後、地域密着型サービスに関する会議による専門的な検討を行います。

	【注意】
書類等に不備がある場合で、提出期限内に再提出がないものについては、書類提出以降の地域密着型サービスに関する会議での検討となります。


(４)地域密着型サービスに関する会議の専門的な検討
・公正かつ透明な仕組みとサービスの質の確保を図るため、市民代表や学識経験者等で構成する地域密着型サービスに関する会議において指定について専門的な検討を行います。
・なお、地域密着型サービスに関する会議の意見については、通知にてお知らせします。改善が必要な事項がある場合については、速やかに対応してください。
　地域密着型サービスに関する会議での専門的な検討については、本市が行う書面審査結果や「地域密着型サービス事業所概要」等に基づき行われます。
	専門的な検討の結果
	

	●通過
	・現地調査へ。

	●条件付通過

（軽微な改善を要するもの）
	・改善後、現地調査へ。

	●再検討
（今回の審査では適正なサービス提供を行えないと判断されるなどにより再検討が必要なもの。）
	・改善後、次回以降の地域密着型サービスに関する会議で再検討。


（５）厚生労働大臣が定める研修の受講
・下記の者については、事業開始前までに厚生労働大臣が定める研修を受講する必要があります。
	
	代表者
	管理者
	計画作成担当者

介護支援専門員

	定期巡回・随時対応型訪問介護看護
	－
	－
	－

	認知症対応型通所介護
	－
	○
	－

	小規模多機能型居宅介護
	○
	○
	○

	認知症対応型共同生活介護
	○
	○
	○

	看護小規模多機能型居宅介護

（複合型サービス）
	○（※）
	○（※）
	○


　（※）保健師又は看護師がする場合は、研修受講は不要。
	【注意】
・事業開始までに厚生労働大臣が定める研修(＊)を未受講の場合、指定することができませんのでご注意ください。
· 既存の地域密着型サービス事業所をお持ちの法人には、随時研修開催の案内を送付しています。今後はじめて地域密着型サービス事業に参入される法人で、事業所開設にあたり研修受講の必要が生じる場合（既に研修受講済みの職員を雇用できない場合等）は、研修開催の案内の送付について、介護保険課へ個別にご請求ください。


　
（６）現地調査
・完成写真(備品が入っているもの)、建築基準法に基づく検査済証、消防法に基づく検査済証等の提出後に現地調査を行います。

・現地調査の結果、申請内容との相違や設備に不備等がある場合は改善の上、再審査となります。
	【注意】
都市計画法（地区計画に基づく立地制限等）、建築基準法（建物の用途等）、消防法、その他関係法令に基づく基準を満たしていない場合については、指定できませんので、あらかじめ関係部署に相談等を行ってください。（福岡県福祉のまちづくり条例についてもご確認ください。）


（７）指　定
・全ての指定要件を満たすものと判断された場合に指定を行います。指定日(事業開始日)は指定要件の審査終了後、翌月の１日付で指定します。

・指定に際し、適正な運営を確保するため必要と本市が判断した条件を付す場合があります。

・指定については、「指定通知書」を申請者あてに通知します。
　　　

【注意】

　　　　

　　　　平成24年4月1日から、受益者負担の原則に基づき、審査手数料を徴収しています

　　　　・新規指定…30,000円

　　　　・指定更新（6年毎）…20,000円

　　　　・指定事項の変更…なし

　　　　※各介護サービスの新規指定申請と、各々同種の介護予防サービスの新規指定申請を同時に行う場合は、介護サービスの新規指定分の手数料のみの納付とします（介護サービスの指定更新申請と、同種の介護予防サービスの指定更新申請を同時に行う場合も同様）

地域密着型サービス指定手続きのフロー

	
	北　九　州　市
	事　業　者

	事前協議書提出期限
①　２月末
②　５月末
③　８月末
④１１月末　

※土・日・祝日の場合はその前日まで
事前協議期間
事前協議書受付後、日程調整を行います。
指定申請書提出期限
①　３月末
②　６月末
③　９月末
④１２月２８日

※土・日・祝日の場合はその前日まで
地域密着型サービスに関する会議
①　５月

②　８月

③１１月

④　２月

現地確認

事業開始２週間前

指定（最短）

①　７月１日

②１０月１日

③　１月１日

④　４月１日

＊全ての審査終了後の翌月１日
	



	

　　


※事業開始までに厚生労働大臣が定める研修を必ず受講してください。

３　事前協議による指定申請年間スケジュール

	
	事前協議書

提出期限
	事前協議期間
	指定申請書

提出期限
	地域密着型

サービス

に関する会議
	指定

	①
	2月末まで
	～

※事前協議書受付後、日程調整を行います。
	３月末まで
	５月
	７月１日

８月１日

９月１日

	②
	５月末まで
	
	６月末まで
	８月
	１０月１日

１１月１日

１２月１日

	③
	８月末まで
	
	９月末まで
	１１月
	１月１日

２月１日

３月１日

	④
	１１月末まで
	
	１２月２８日まで
	２月
	４月１日

５月１日

６月１日


※事前協議書及び指定申請書類は、必ず期限までに提出してください。
※期限まで(必着)に書類の提出ができなかった場合は、次回の指定申請受付となります。

※各提出期限が、土・日・祝日の場合はその前日までが提出期限となります。
４　質問・相談

地域密着型サービス事業所指定についての相談・質問などは、ＦＡＸで受付いたします。
「地域密着型サービス質問票（様式２）」を下記まで送信してください。（※随時受付を行います。）
　　なお、来庁の際は、必ず事前に電話にてご連絡ください。

＜参考＞指定にあたっての欠格事項
【介護保険法第７８条の２第４項・介護保険法第１１５条の１２第２項】

※＜　＞内は、第１１５条の１２第２項の規定

一　申請者が市町村の条例で定める者でないとき。 

二　当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十八条の四第一項＜第百十五条の十四第一項＞の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員数又は同条第五項に規定する指定地域密着型＜介護予防＞サービスに従事する従業者に関する基準を満たしていないとき。 

三　申請者が、第七十八条の四第二項又は第五項に規定する指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準＜第百十五条の十四第二項又は第五項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準＞に従って適正な地域密着型＜介護予防＞サービス事業の運営をすることができないと認められるとき。 

四　当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所在地の市町村長（以下この条において「所在地市町村長」という。）の同意を得ていないとき。
四の二　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
五の二　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五の三　申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。 

六　申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）＜（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）＞が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）＜第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）＞の規定により指定（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）＜（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定を除く。）＞を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前60日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。 ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型＜介護予防＞サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型＜介護予防＞サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型＜介護予防＞サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の二　申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）＜（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）＞が第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）＜第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）＞の規定により指定（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定に限る。）＜（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定に限る。）＞を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前60日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型＜介護予防＞サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型＜介護予防＞サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型＜介護予防＞サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の三　申請者と密接な関係を有する者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者と密接な関係を有する者を除く。）が七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）＜第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）＞の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型＜介護予防＞サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型＜介護予防＞サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型＜介護予防＞サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

七　申請者が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）＜第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）＞の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第七十八条の五第二項＜第百十五条の十五第二項＞の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）又は第七十八条の八の規定による指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 
七の二　前号に規定する期間内に第七十八条の五第二項<第百十五条の十五第二項>の規定による事業の廃止の届出又は第七十八条の八の規定による指定の辞退があった場合において、申請者が、同号の通知の日前60日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者又は当該指定の辞退に係る法人（当該指定の辞退について相当の理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該指定の辞退に係る法人でない事業所（当該指定の辞退について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。
八　申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

九　申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）＜（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）＞が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第六号まで又は前３号のいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

十　申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）＜（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）＞が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。
十一　申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）＜（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）＞が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第六号まで又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。

十二　申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）＜（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）＞が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。
北九州市介護サービス事業者等からの暴力団員等排除のための措置に関する要綱
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第３章　雑則

付則

第１章　総則

（趣旨）

第１条　この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）及び健康保険法の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の規定による改正前の介護保険法（以下「旧法」という。）に基づく介護サービス事業者等（以下「事業者等」という。）の適正な事業運営を確保するため、当該事業者等からの暴力団員等の排除のための措置について必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条　この要綱において「介護サービス事業者等」とは、次の各号に定める者をいう。

（１） 介護保険法第４１条第１項及び第５３条第１項に規定する指定居宅サービス事業者及び指定介護予防サービス事業者

（２）　介護保険法第４２条の２第１項及び第５４条の２第１項に規定する指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者

（３） 介護保険法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者

（４） 介護保険法第４８条第１項各号に規定する指定施設サービス等の設置者

（５） 老人福祉法第１５条第３項、第４項及び第５項に規定する養護老人ホーム等の設置者

（６） 旧法第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設の設置者

（７） 介護保険法第１１５条の４５の３第１項に規定する指定事業者

２　前項に定めるもののほか、この要綱において使用する用語は、介護保険法、老人福祉法、社会福祉法及び旧法において使用する用語の例による。

第２章　介護サービス事業者等からの暴力団員等の排除

（この章の趣旨）

第３条　北九州市介護サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成２４年北九州市条例第５１号。）第１１条各号、北九州市養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年北九州市条例第５０号。）第８条各号及び北九州市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年北九州市条例第４９号。）第７条各号並びに北九州市予防給付型訪問サービス及び生活支援型訪問サービスの人員、設備及び運営に関する基準等に関する要綱第４０条各号、北九州市予防給付型通所サービス及び生活支援型通所サービスの人員、設備及び運営に関する基準等に関する要綱第３７条各号に規定する者（以下「排除対象者」という。）を排除するために必要な事項は、この章に定めるところによる。

（暴力団員等の排除）

第４条　介護サービス事業者等は、次の各号の場合において、別紙に定めるところにより、暴力団排除に係る誓約書を提出するものとする。

（１） 介護保険法第７０条第１項及び第１１５条の２第１項、第７８条の２第１項及び第１１５条の１２第１項並びに第７９条第１項、第８６条第１項、第９４条第１項及び第１０７条第１項並びに介護保険法第１１５条の４５の５第１項に基づく指定又は許可の申請を行うとき

（２） 介護保険法第７０条の２及び第１１５条の１１、第７８条の１２及び第１１５条の２１、第７９条の２第１項、第８６条の２、第９４条の２第１項及び第１０８条第１項、旧法第１０７条の２並びに介護保険法第１１５条の４５の６に基づく指定又は許可の更新申請を行うとき

（３） 介護保険法第７５条第１項及び第１１５条の５第１項、第７８条の５第１項及び第１１５条の１５第１項、第８２条第１項、第８９条、第９９条第１項及び第１１３条第１項、旧法第１１１条並びに北九州市第１号訪問事業及び第１号通所事業の実施に関する要綱第４条第１項の規定に基づき申請者又は開設者の代表者及び事業所又は施設の管理者の変更を行うとき

（４） 第１項に基づく指定又は許可を受けた申請者又は開設者の役員が変更となるとき

（５） 介護保険法第９５条及び第１０９条に規定する管理者の承認を受けるとき

（６） 介護保険法第７８条の１３に規定する介護サービス事業者の公募及び公募指定に応募するとき

（７） 老人福祉法第２０条の８に規定する市町村老人福祉計画及び介護保険法第１１７条に規定する市町村介護保険事業計画において整備するとされている老人福祉施設及び介護サービス事業者の公募に応募するとき

（８） 老人福祉法第１５条第３項及び第４項に規定する養護老人ホーム等の届出又は認可の申請を行うとき

（９） 老人福祉法第１５条第５項に規定する軽費老人ホームの届出又は許可の申請を行うとき

（１０） 老人福祉法第１５条の２第２項に規定する養護老人ホーム等の役員等に変更があったとき

（１１） 社会福祉法第６３条第１項に規定する社会福祉施設の管理者に変更があったとき

２　北九州市長は、前項に定める暴力団排除に係る誓約書を受け付けたときは、福岡県警察本部（以下「県警」という。）と締結した北九州市が暴力団排除措置を講ずるための連携に関する協定書（平成２２年８月２日締結。以下「協定書」という。）の規定に基づき、排除対象者の有無について、協定書の別記様式第１号により、県警に照会するものとする。

第３章　雑則

（委任）

第５条　この要綱に定めるもののほか、施行に関しその他必要な事項は別途定めるものとする。

付　則

１　この要綱は、平成２３年３月２３日から施行する。

２　平成２３年４月３０日以前の指定更新分については第４条第２号は適用しない。

付　則

１　この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

　　付　則

１　この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

付　則

１　この要綱は、平成２６年７月１日から施行する。

　　付　則

１　この要綱は、平成２８年７月１日から施行する。

　　付　則

１　この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。

　　付　則

１　この要綱は、平成３０年１２月７日から施行する。
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【お問合せ先】


　北九州市保健福祉局介護保険課


〒８０３－８５０１


　　　北九州市小倉北区城内１－１　北九州市役所９階


　　　TEL：０９３－５８２－２７71　　　FAX：０９３－５８２－５０３３
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